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1電波の利用状況調査の概要

電波の利用状況調査は、周波数帯を２区分※に分けて概ね２年毎※に電波の利用状況を調査し、電波の有
効利用の程度を評価。この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正、電波の有効利用に資する政策
への反映を実施（根拠規定：電波法（昭和25年法律第131号）第26条の２）

※令和元年度の調査までは３区分（①714MHz以下、②714MHz超3.4GHz、③3.4GHz超）に分けて概ね３年毎に実施。

電波の利用状況の調査（電波の利用状況の調査等に関する省令（平成14年総務省令第110号））

携帯無線通信等の
電波の利用状況調査（毎年）

【第３条第２項】

意見募集を踏まえた

評価結果（案）の電波監理審議会への諮問・答申

定例調査
【第３条第１項】

①714MHz以下（令和２年度）
②714MHz超 （令和３年度）

①免許人数、無線局数、目的・用途、無線設
備の使用技術

②無線局の使用実態、他の電気通信設備へ
の代替可能性、電波を有効利用するため
の計画、使用する周波数の移行計画

③発射状況調査（補完）

〈
調
査
事
項
〉

調査結果を公表するとともに、
評価結果（案）に対する意見募集

周波数割当計画の作成・改正、電波の有効利用に資する政策への反映

評価結果の公表

臨時の利用状況調査
（必要に応じ）

【第６条】



2「令和２年度電波の利用状況調査」の概要

調査対象周波数帯

714MHz以下の周波数の電波を利用する無線局（令和２年4月1日現在）

調査対象無線局数・免許人数

無線局数※1 【信越】約18.2万局（4.4％） 【全国】約415.8万局
免許人数※2 【信越】約 6.6万者（4.3％） 【全国】約155.1万者

※1 複数の電波利用システムに属している無線局は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。
※2 複数の電波利用システムを利用している免許人は、当該複数分をカウントしているため、実際の免許人数より多い。

調査方法

PARTNER
調査

無線局DB
（総合無線局管理システム：

PARTNER）

無線局数等の
基礎数値調査

＜調査事項＞
免許人数、無線局数、電波の型式、無線局の目的・通信事項等

調査票
調査

免許人

利用実態等の
報告調査

＜調査事項＞
無線局の運用詳細、年間／時間毎の運用状況、今後の運用計画等

※ 利用状況調査（PARTNER調査・調査票調査）の補完的な役割を果たすものとして、電波の発射状況調査を実施。
※ 免許不要局台数調査として、免許及び登録を要しない無線局について技術基準適合証明を受けた無線設備の台数等の調査を実施。

評価の方法

調査結果等を踏まえ、調査対象周波数帯を５つに区分して評価
①26.175MHz以下の周波数帯 ④222MHz超335.4MHz以下の周波数帯
②26.175MHz超50MHz以下の周波数帯 ⑤335.4MHz超714MHz以下の周波数帯
③50MHz超222MHz以下の周波数帯



3714MHz以下の周波数帯<全体>

図表－信－1－1 無線局数の推移の総合通信局別比較

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成26年度 291,155 372,820 1,157,352 174,145 99,058 434,625 504,989 248,497 149,531 372,925 27,394

平成29年度 294,999 388,764 1,321,436 182,786 100,572 460,379 551,351 249,813 154,302 376,294 30,694

令和2年度 291,196 376,816 1,380,068 181,884 98,525 459,175 561,956 243,152 153,701 377,889 33,699
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図表－信－1－2 無線局数の割合及び局数の推移の
周波数区分別比較
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26.175MHz以下 26.175MHz超50MHz以下 50MHz超 222MHz以下 222MHz超335.4MHz以下 335.4MHz超714MHz以下
平成26年度 8.16%(14,212局) 6.38%(11,117局) 40.51%(70,545局) 2.77%(4,820局) 42.18%(73,451局)
平成29年度 7.68%(14,046局) 5.85%(10,692局) 34.34%(62,771局) 5.56%(10,161局) 46.57%(85,116局)
令和2年度 7.19%(13,072局) 5.23%(9,504局) 32.77%(59,598局) 6.05%(11,001局) 48.77%(88,709局)

調査結果のポイント

 714MHz以下の周波数全体の無線局数は、平成29年度と比較して僅かながら減少している。

 周波数区分別に無線局数を見ると、平成26年度から令和2年度にかけて、222MHz以下では減少しており、

222MHz超では増加している。



4①26.175MHz以下の周波数帯

図表－信－2－1 無線局数の推移の総合通信局別比較 図表－信－2－5 無線局数の推移のシステム別比較

アマチュア無線HF アマチュア無線MF 中波放送MF(放送)
路側通信(特別業務

の局)MF
アマチュア無線LF

船舶無線(船舶局・特

定船舶局)HF
その他

平成26年度 10,111 4,002 47 26 8 12 6

平成29年度 9,712 4,235 47 19 9 13 11

令和2年度 8,621 4,353 47 21 13 11 6
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調査結果のポイント

 本周波数区分における無線局数は、平成26年度から令和2年度にかけて減少傾向にある。これは、本周波数区分に

おいて無線局数の大半の割合を占めるアマチュア無線HFが14.7％と大きく減少(1,490局減)したためである。

 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマチュア無線HFが66.0％、アマチュア無線MF

が33.3％を占め、アマチュア無線LFを含むアマチュア局が99.3％を占めている。

総合評価

本周波数区分は、波長が長く長距離伝搬が可能であることから、信越局管内においてもアマチュア無線のほか、中波放

送、路側通信や船舶通信等に利用されており、無線局数は漸減傾向にあるものの、電波利用システムの重要性を考慮す

るとおおむね適切に利用されていると認められる。



5②26.175MHz超50MHz以下の周波数帯

図表－信－3－1 無線局数の推移の総合通信局別比較 図表－信－3－5 無線局数の推移のシステム別比較

アマチュア無線28MHz
船舶無線(船舶局・特

定船舶局)27MHz

船舶無線(海岸

局)27MHz

船舶無線(船舶局・特

定船舶局)40MHz

魚群探知テレメーター

(陸上移動局・携帯

局)40MHz

ラジオマイク用無線

(陸上移動局・携帯

局)40MHz

その他

平成26年度 10,357 684 27 23 9 2 15

平成29年度 10,003 617 26 21 15 2 8

令和2年度 8,932 506 24 19 15 2 6
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調査結果のポイント

 本周波数区分における無線局数は、平成26年度から令和2年度にかけて減少傾向にある。これは、本周波数区分に

おいて無線局数の大半の割合を占めるアマチュア無線28MHzが13.8％と大きく減少(1,425局減)したためである。

 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマチュア無線28MHzが94.0％と大半を占め、

次いで船舶無線（船舶局・特定船舶局）27MHzが5.3％を占めている。

総評価合

本周波数区分は、比較的長距離の通信が可能であることから、信越局管内においてもアマチュア無線のほか船舶通信に

おいて安全航行を目的に使用されており、無線局数は漸減傾向にあるものの、電波利用システムの重要性を考慮すると

おおむね適切に利用されていると認められる。



6③50MHz超222MHz以下の周波数帯

図表－信－4－1 無線局数の推移の総合通信局別比較

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成26年度 120,770 140,735 309,992 70,545 38,007 151,191 149,415 89,377 60,376 128,605 10,137

平成29年度 111,280 129,586 293,011 62,771 33,640 137,597 133,424 80,728 54,186 115,253 9,375

令和2年度 105,665 118,579 277,581 59,598 31,212 127,855 122,847 74,265 52,014 105,959 9,579
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図表－信－4－5 無線局数の推移のシステム別比較

アマチュア無線

145MHz
アマチュア無線52MHz 簡易無線150MHz

その他一般業務用無

線(陸上移動局・携帯

局)150MHz

アナログ列車無線(陸

上移動局・携帯

局)150MHz

防災相互波150MHz その他

平成26年度 17,253 10,303 9,242 6,402 3,475 5,532 18,338

平成29年度 17,117 10,078 8,566 5,612 3,380 2,722 15,296

令和2年度 15,541 9,134 7,696 5,147 3,272 2,585 16,223
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調査結果のポイント

 本周波数区分における無線局数は、平成26年度から令和2年度にかけて減少傾向にある。これは、防災相互波(150MHz)が53.3％と大

きく減少（2,947局減）したほか、アマチュア無線や簡易無線など本周波数区分における大半の電波利用システムについても減少し

たためである。

 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、アマチュア無線145MHz・52MHzが41.40％、簡易無線150MHzが

12.9％となっており、この３システムで半数以上を占めている。

 アナログ方式の市町村防災用無線や市町村防災用同報無線などが減少する一方で、デジタル簡易無線などは増加しており、各電波利

用システムでデジタル化が進展している。

総合評価

本周波数区分は、伝搬特性がよく比較的長距離の通信に適していること、機器の小型化が容易であることから、信越局管内におい

てもアマチュア無線や簡易無線のほかに、公共分野の自営通信、航空通信、船舶通信、FM放送といった様々な用途で利用されてい

る。多くの電波利用システムにおいてデジタル化が進展しており、引き続き周波数の有効利用を促進していくことが適当である。



7④222MHz超335.4MHz以下の周波数帯

図表－信－5－1 無線局数の推移の総合通信局別比較 図表－信－5－5 無線局数の推移のシステム別比較

市町村防災用デジタ

ル無線(陸上移動局・

携帯局)260MHz

消防用デジタル無線

(陸上移動局・携帯

局)260MHz

その他公共業務用無

線(陸上移動局・携帯

局)260MHz

消防用デジタル無線

(基地局・携帯基地

局)260MHz

県防災用デジタル無

線(陸上移動局・携帯

局)260MHz

市町村防災用デジタ

ル無線(基地局・携帯

基地局・陸上移動中

継局)260MHz

その他

平成26年度 3,467 1,219 0 16 4 44 70

平成29年度 5,083 4,670 0 141 80 84 103

令和2年度 5,532 4,697 316 141 96 94 125
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調査結果のポイント

 本周波数区分における無線局数は、平成26年度から令和2年度にかけて増加している。これは、消防用デジタル無線(陸

上移動局・携帯局)260MHzが3.9倍(3,478局増)と大きく増加したためである。

 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、消防用デジタル無線、市町村防災用デジタル無線、

県防災用デジタル無線及びその他公共業務用無線として利用されている260MHz帯のデジタル無線が合計で98.9％を占め

ている。

総合評価

本周波数区分は、電波特性が良く中長距離の通信に適していること、無線機器の小型化が容易であることから、信越局管内

においては主に消防・防災の公共分野で利用されている。260MHz帯は、150MHz帯消防用無線、150MHz帯・400MHz帯の防災行

政無線の移行先であるが、伸び率が鈍化しているものの増加傾向にあることから、着実にデジタル化が進展しているといえ

る。



8⑤335.4MHz超714MHz以下の周波数帯

図表－信－6－1 無線局数の推移の総合通信局別比較

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成26年度 118,471 159,464 663,845 73,451 41,741 193,629 266,166 110,103 58,504 164,965 13,475

平成29年度 130,591 181,033 831,769 85,116 45,464 226,359 323,322 118,786 66,116 177,896 16,364

令和2年度 137,000 185,572 913,976 88,709 47,712 241,577 352,281 122,931 69,626 194,954 19,109
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図表－信－６－5 無線局数の推移のシステム別比較

デジタル簡易無線

350MHz(登録局)

アマチュア無線

435MHz
簡易無線400MHz

デジタル簡易無線

460MHz

その他一般業務用無

線(陸上移動局・携帯

局)400MHz

列車無線(陸上移動

局・携帯局)400MHz
その他

平成26年度 6,562 16,617 16,460 2,407 5,630 4,045 21,730

平成29年度 14,505 16,536 16,229 5,263 5,491 4,969 22,123

令和2年度 23,313 15,103 12,791 8,681 5,451 4,729 18,641
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調査結果のポイント

 本周波数区分における無線局数は、平成26年度から令和2年度にかけて増加傾向にある。これは簡易無線400MHz、アマチュア無線

435MHz及び簡易無線350MHzなどで局数が減少したものの、デジタル簡易無線350MHz(登録局)が3.6倍（16,751局増)と大きく増加し

たためである。

 本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、デジタル簡易無線350MHz（登録局）・460MHzが36.1％、アマ

チュア無線435MHzが17.0％、簡易無線350MHz・400MHzが16.1％と、これらで全体の約7割を占めている。

 アナログ方式の市町村防災用無線やタクシー無線などが減少する一方で、デジタル地域振興MCAは増加しており、各電波利用システ

ムでデジタル化が進展している。

総合評価

本周波数区分は、移動通信に適した伝搬特性を有していることから、信越局管内においても簡易無線をはじめ、列車無線、タクシー無

線などで多く利用されているほか、アマチュア無線、地上デジタルテレビ放送やエリア放送など、生活に身近な分野で多様な電波利用

システムに利用されている。多くの電波利用システムにおいてデジタル化が進展しており、引き続き周波数の有効利用を促進していく

ことが適当である。



9【参考】電波利用システムの割当て状況－１

漁業用無線（1WDSB）

ラジオマイク（微弱型）
市民ラジオ・ラジコン

アマチュア

27.5

28

29.7

26.175

公共業務（移動）・
小型船舶通信

公共業務（移動）・
魚群探知テレメータ・

ラジオブイ

40 41

ラジコン・
ラジオマイク（微弱型）
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50[MHz]

船舶通信

①26.175MHz以下
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10【参考】電波利用システムの割当て状況－２

各種用途
（固定・移動）

マルチメディア
放送

電通・公共・
一般業務・
放送中継

（固定・移動）

FM放送・
コミュニティ放送

9554 68 108

アマチュア

公共業務（固定・移動）・
ラジコン・ラジオマイク（特定小電力）・

テレメータ・テレコントロール

補聴援助用・音声アシストシステム・
ラジオマイク（特定小電力）

150.05

146
148

121.5

138

144

航空管制通信・
運航管理通信

各種用途
（固定・移動）

船舶通信
（国際VHF等）・

放送中継・
各種用途

（固定・移動）

公共業務（移動）

154.45
154.61
156

170

137

航空用

救命無
線

非静止移動
衛星↓

非静止移動
衛星↑

簡易無線

アマチュア

222
[MHz]

205

人・動物検知通報システム
（特定小電力）

142

無人移動体画像伝
送システム

169

航空無線標識
（マーカビーコン）

航空無線標識（VOR)・
•計器着陸システム（ILS）・

•地上型衛星航法補強

•システム（GBAS）

50

117.975

7674.8
75.2

287.95

253.85

275

322

328.6

255

公共業務（移動）・
航空管制通信

公共業務（移動）・
航空管制通信

計器着陸
システム（ILS）

公共業務（移動）・
航空管制通信

無線呼出

279.95

243

313.625

ラジオマイク
（特定小電力）

コードレス電話
（子機）

航空用
救命無線

222 335.4
[MHz]

電波
天文

タイヤ空気圧モニター・
キーレスエントリー等

（特定小電力）

322.025
322.15

433.67
434.17

380.2

420

406.025

465.0375

440

406.028

381.325

347.7

430
コードレス電話

（親機）

各種用途
（固定・移動）

特定
小電力

国際輸送用データ伝送用
アクティブタグシステム

衛星用非常位置
指示無線標識

（EPIRB）

アナログ
簡易無線

465.15

348.5625
348.8

335.4

351.16875
351.38125

467
467.4

デジタル
簡易無線

468.55
468.85

アナログ簡易無線

デジタル簡易無線

406.037
406.04 

各種用途（固定・移動）・
特定小電力

公共・
一般業務
（固定・
移動）

アマ
チュア

各種用途（固定・移動）
・特定小電力

406.031

電波
天文

406.1

410

710

特定ラジオマイク

TV放送（13～52ch）・エリア放送

714
[MHz]

470

③50MHz超222MHz以下

④222MHz超335.4MHz以下

⑤ 335.4MHz超714MHz以下
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